
◎特定農産加工業経営改善臨時措置法の一部を改正する法律 
（令和六年四月一二日法律第一五号）   

一、 提案理由（令和六年三月一三日・衆議院農林水産委員会） 

○坂本国務大臣 特定農産加工業経営改善臨時措置法の一部を改正する法律案につきま

して、その提案の理由及び主要な内容を御説明申し上げます。 

 本法は、農産加工品等の輸入に係る事情の著しい変化に対処して、金融及び税制上の

支援措置を講ずることにより、特定農産加工業者の経営の改善を促進するため、有効期

限を限った臨時措置法として平成元年に制定されたものであります。 

 これまで、本法の活用により、特定農産加工業者の経営の改善に一定の成果を上げて

きたところでありますが、今後も関税引下げが予定されている品目がある中、国産農産

物の重要な販路である農産加工業の持続的な発展が地域農業の健全な発展のためにも必

要であること等を踏まえると、引き続き特定農産加工業者の経営の改善に取り組んでい

く必要があります。 

 また、近年の国際情勢の変化等を受け、農産加工品の輸入原材料である小麦及び大豆

の価格水準が高騰していること等を踏まえ、農産加工業者の原材料の調達の安定化を図

っていく必要があります。 

 このような状況を踏まえ、特定農産加工業者の経営の改善を図るための支援措置を引

き続き講ずるとともに、原材料の調達の安定化を図るための支援措置を新たに講ずるた

め、この法律案を提出した次第であります。 

 次に、この法律案の主要な内容につきまして、御説明申し上げます。 

 第一に、本法の有効期限を五年間延長し、令和十一年六月三十日とすることとしてお

ります。 

 第二に、小麦、大豆等の世界的規模の需給の逼迫による価格高騰などの輸入に係る事

情の著しい変化がある農産物を指定し、指定された農産物又はこれを使用して生産され

た農産加工品を原材料として使用する農産加工業者であって、その輸入に係る事情の著

しい変化により、相当数の事業者の事業活動に支障を生じ、又はそのおそれがあるもの

を、原材料の調達の安定化を図るための支援措置の対象に追加することとしております。 

 第三に、第二の対象となる特定農産加工業者等は、調達先としての農産物の生産地の

変更や代替原材料の使用、原材料の効率的な使用、新商品又は新技術の研究開発又は利

用、原材料の保管等の原材料の調達の安定化を図るための措置に関する計画を作成し、

農林水産大臣の承認を受けることができることとし、承認を受けた計画に従って原材料

の調達の安定化を図るための措置を行う場合に、日本政策金融公庫による長期かつ低利

の融資等の支援措置を受けることができることとしております。 

 このほか、これらの措置を講ずることに伴い、法律名を特定農産加工業経営改善等臨

時措置法に改めるとともに、その他の規定について所要の整備を行うこととしておりま

す。 



 以上が、この法律案の提案の理由及び主要な内容であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願い申し上げます。 

二、衆議院農林水産委員長報告（令和六年三月二六日） 

○野中厚君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、経済連携協定の締結等により農産加工品等の輸入に係る事情の著しい変化に

よる影響が継続している状況を踏まえ、特定農産加工業者の経営の改善を引き続き促進

するため、現行法の有効期限を五年延長するとともに、輸入原材料の価格水準の上昇等

により、その調達が困難となっている状況を踏まえ、原材料の調達の安定化を図るため

の措置に関する計画の承認制度を設け、当該承認を受けた特定農産加工業者に対する株

式会社日本政策金融公庫による貸付けの特例の措置等を講ずるものであります。 

 本案は、去る三月十二日本委員会に付託され、翌十三日坂本農林水産大臣から趣旨の

説明を聴取し、二十一日質疑を行いました。質疑終局後、採決いたしましたところ、本

案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年三月二一日） 

 特定農産加工業経営改善臨時措置法は、昭和六十三年の牛肉・かんきつに係る日米合

意等により影響を受ける特定農産加工業に対する措置として制定されたものである。以

降、本制度は、特定農産加工業に対する重要な支援措置として活用されてきたものの、

経済連携協定の締結等により農産加工品等の輸入に係る事情の著しい変化による影響が

継続していることや輸入原材料の価格水準の高騰によりその調達が困難となっているこ

となどにより、農産加工業は厳しい経営環境に置かれている。 

 よって、政府は、本法の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

     記 

一 農産加工業の厳しい経営環境に対処し、その経営体質の強化を図るため、農産加工

業の振興に努めること。その際、価格水準の高騰している輸入原材料に代替する国産

原材料が安定的に供給されることにより、農産加工業者の原材料の調達の安定化及び

食料安全保障の強化に資するよう、必要な措置を講ずること。 

二 農業及び農産加工業の健全な発展に資するという本制度の目的が十分発揮されるよ

う、本制度と農産物に係る支援制度等の関連施策との有機的連携に配意しながら、不

断に制度の評価・検証を実施し、その結果を踏まえ、適時適切に制度の拡充その他の

必要な措置を講ずること。 

三 今後の経済連携協定の締結等が我が国の農産加工業に与える影響に即応して対象業

種及び関連業種を定めるなど本制度の適切かつ弾力的な運用に努めるとともに、世界

的規模の需給のひっ迫により価格が高騰している農産物又はこれを使用して生産され



た農産加工品を原材料として使用している農産加工業については、輸入価格水準の上

昇・高止まりの影響の程度を踏まえ、的確に対象業種を定めること。 

四 小麦、大豆等の世界的規模の需給のひっ迫による価格高騰などの輸入に係る事情の

著しい変化により事業活動に支障を生じ、又はそのおそれがある事業者に対し、本法

施行までの間に、本法に基づく原材料の調達の安定化を図るための新たな支援措置の

内容を周知すること。 

五 東日本大震災や令和六年能登半島地震を始めとする大規模災害の被災地において農

産加工業の振興を図ることにより、地域農業の復興や雇用の維持・拡大に努めること。 

 右決議する。 

三、参議院農林水産委員長報告（令和六年四月五日） 

○滝波宏文君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告いたします。 

 本法律案は、特定農産加工業者の経営改善を引き続き促進するため、法の有効期限を

五年間延長するとともに、原材料の調達安定化の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、期限延長の意義、原材料の調達安定化と国産化等につき質疑

が行われました。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法案につきましては全会一致をもって原案のとおり可

決すべきものと決しました。 

 なお、附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年四月四日） 

 特定農産加工業経営改善臨時措置法は、昭和六十三年の牛肉・かんきつに係る日米合

意等により影響を受ける特定農産加工業に対する措置として制定されたものである。以

降、本制度は、特定農産加工業に対する重要な支援措置として活用されてきたものの、

経済連携協定の締結等により農産加工品等の輸入に係る事情の著しい変化による影響が

継続していることや輸入原材料の価格水準の高騰によりその調達が困難となっているこ

となどにより、農産加工業は厳しい経営環境に置かれている。 

 よって、政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。 

一 農産加工業の厳しい経営環境に対処し、その経営体質の強化を図るため、農産加工

業の振興に努めること。その際、原材料の安定供給が不可欠である中、輸入原材料に

ついては価格高騰に加え安定調達リスクが増大していることに鑑み、これまで以上に

国内農業の振興を通じた国産原材料の安定供給と国産農産物の使用の拡大により、食

料安全保障の強化に資するよう、必要な措置を講ずること。 

二 農業及び農産加工業の健全な発展に資するという本制度の目的が十分発揮されるよ

う、本制度と農産物に係る支援制度等の関連施策との有機的連携に配意しながら、不

断に制度の評価・検証を実施し、その結果を踏まえ、適時適切に制度の拡充その他の



必要な措置を講ずること。 

三 今後の経済連携協定の締結等が我が国の農産加工業に与える影響に即応して対象業

種及び関連業種を定めるなど本制度の適切かつ弾力的な運用に努めるとともに、世界

的規模の需給のひっ迫により価格が高騰している農産物又はこれを使用して生産され

た農産加工品を原材料として使用している農産加工業については、輸入価格水準の上

昇・高止まりの影響の程度を踏まえ、的確に対象業種を定めること。 

四 小麦、大豆等の世界的規模の需給のひっ迫による価格高騰などの輸入に係る事情の

著しい変化により事業活動に支障を生じ、又はそのおそれがある事業者に対し、本法

施行までの間に、本法に基づく原材料の調達の安定化を図るための新たな支援措置の

内容を周知すること。 

五 東日本大震災や令和六年能登半島地震を始めとする大規模災害の被災地において農

産加工業の振興を図ることにより、地域農業の復興や雇用の維持・拡大に努めること。 

  右決議する。 


